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地方財政確立に向けた取り組み（３）
－地方公務員の給与削減反対のたたかい（２）（案）－
１　２月６日道本部臨時大会以降の経過と情勢

（１）２月８日、総務省「地方公務員給与実態調査の概要を公表」
①　総務省は、２月８日、2012年４月１日現在の「地方公務員給与実態調査の概要」を公表しました。それによると、国家公務員の臨時削減措置を反映したラスパイレス指数の全国平均は107.0（前年比8.1ポイント増）となり、全国の約９割の自治体で100を超えています（すべての都道府県・政令指定都市・中核市がラス100超）。また、参考値として示された臨時削減措置がないものと仮定して算出された数値も公表されましたが、それを見ると、全国平均は98.9で昨年とほぼ同水準であり、都道府県でも半数以上が100以下となっています。
②　北海道の自治体の状況は、全道平均で削減後は104.1、参考値は96.1となっています。平成23年度と比較すると参考値で0.2程度引き上がっていますが、ほぼ前年度と変化がありません。国公の削減後で100を下回る自治体は18（自治労未加盟自治体含む）となり、それ以外はすべて100を超えています。
③　また、人事院勧告の閣議決定のやり直しを受けて、給与法改正案が国会へ提出されていますが、その成立時期については現時点では見通すことができていませんが、各自治体においては、給与法改正以降に協議させることとして対応を強めていく必要があります。
（２）2/13総務省説明会に具体的な取り扱いを説明

①　政府の方針決定を受けて、総務省は１月31日に引き続き、２月13日に全国総務部長会議を開催し、再度の説明会を実施しました。その中で、総務省公務員部は、「国家公務員の給与減額支給措置に準じた取組を要請」として、各自治体に一律に現状からさらに7.8％削減するよう求めるのではないとしています。具体的には、ラスパイレス指数（国家公務員の特例カットを反映した指数）が100を下回る自治体には引き下げを「要請」せず、ラスパイレス指数が100を上回りラスパイレス指数参考値（国家公務員の特例カットがなかったと仮定した場合の指数）が100を下回る自治体にはラスパイレス指数が100を上回る部分の引き下げを「要請」、ラスパイレス指数参考値が100を上回る自治体にはラスパイレス指数と同参考値との差分の引き下げを「要請」するとしています。
②　また、質疑において、「給与カットしなかった場合、国から不利益な取り扱いがあるのか」との質問に対し、「減災・防災対策、地域活性化、消費税の引き上げなど政府が一丸となって取り組む必要性から要請している」「政府としてやってもやらなくてもよいという姿勢でお願いしていない」等と極めて理不尽な回答をしています。また、給与水準の課題だけでなく、一時金について、国家公務員の削減と同様に12月分の一時金を9.77％削減することや諸手当についても時間外勤務手当等削減後の俸給額を基礎として支給すること等を要請しています。
（３）2013年度地方財政計画の概要（資料　「地方財政制度について」道本部HP参照）
①　2013年度地方財政計画については、昨年同様、①通常収支分、②東日本大震災分に分けており、通常収支分の「歳出」のうち、「給与費（退職手当を除く）」は2012年度の18兆8,274億円から17兆7,900億円へ▲1兆374億円（約▲5.5％）の減額計上をしています。減額の要因として、人事委員会勧告の平均改定率および人員の変動等による調整に加え、すべての自治体において７月～３月までの間、国公の臨時特例措置（行（一）俸給表適用者、月例給１～２級▲4.77％、３～６級▲7.77％、７級以上▲9.77％、一時金一律▲9.77％等）と同様の、地方公務員の給与削減の実施を想定し、8,504億円を減額計上したためとしています（議員等を除き特別職等も減額対象として含む。うち一般財源は▲7,854億円であり、差額は、義務教育費国庫負担金にほぼイコール）。また、公営企業繰出金も減額がされており、詳細は公表されていないものの、公営企業職員の人件費削減分が含まれていることが考えられます。

②　政府は、この間、自治労・公務労協や地方六団体等からの強い反発に直面し、当初、2013年４月から国公に準じた一律削減を目論んでいたものを、上記の通り、７月以降の削減に修正し、圧縮幅を小さくする一方、ⅰ）全国防災事業費（国直轄・補助事業の地方負担分：東日本大震災分に計上）973億円、ⅱ）緊急防災・減災事業費（地方単独事業、起債の償還に伴う交付税措置70％：通常収支分）4,550億円、ⅲ）地域の元気づくり事業費3,000億円（通常収支分）により8,523億円、を地方財政計画に計上するなどとして、地方の歳出を前年同水準で確保したとしています。給与関係に限ってみると、給与削減分を振り替えるとした緊急防災・減災事業は、ともに地方債によるものであり、単年度の地方交付税を圧縮することにつながるものです。元気づくり事業費は、普通交付税により措置するため、特定の事業を対象とするものではありませんが、交付額の算定にあたっては基礎額に過去５年分（2008年～2012年）の給与水準と職員数についての削減努力に応じて加算するとしています。
（４）国公・地公の給与削減の経過を無視、断じて認められない措置（資料　「国からの地方公務員給与引き下げ強制問題点と課題」道本部HP参照）
①　この間地方自治体としては、小泉構造改革自体の地方交付税改革を踏まえ、プライマリーバランスの黒字化を進めてきました。具体的には、労使の自律的な交渉・協議のもと独自の人員・給与の削減を行う一方で、福祉関係経費などの自然増や新たな行政ニーズに配分するなど、逼迫する財政を職員の努力はもとより、臨時・非常勤等職員による対応などの懸命な努力で支えてきました。
②　今回の国のやり方は、政策目的実現のために、自治体の固有財源である地方交付税を恣意的に活用し、地方公務員給与削減を強制するとしています。このことは、ⅰ）憲法92条に謳われている地方自治の精神に反する、ⅱ）労使自治に反する、ⅲ）国に先駆けた行政改革や給与削減の努力を無視、ⅳ）臨時特例法附則に明記された「自主的かつ適切に対応」とも矛盾する、ⅴ）地域経済・給与への影響も大きく、新政府のかかげるデフレ脱却の政策とも矛盾する、といった重大な問題点をはらんでおり、断じて容認することはできません。
③　国家公務員の臨時特例措置は厳しい国家財政を踏まえて、削減される給与原資を直接被災自治体に配分することを前提としていましたが、地方自治体にあっては、各自治体が自らの財源を他自治体（被災地）に移管することは不可能であるため、民主党政権は「地方遮断」としてきた経過があります。一方、地方は、被災地に直接的に人員を派遣するなど、それぞれの役割に応じた対応を進め、早期の復旧・復興に協力してきたものです。今回の措置は、こういった経過をも無視するものといえます。
（５）予算成立期は国会対策と６月定例会前までは自治体交渉に全力を！

以上を踏まえ、自治労は２月27日の拡大闘争委員会において、「地方自治を守り、地公給与決定に国の介入を許さない取り組み」として、春闘期から６月議会定例会前までを見通した上での闘争方針を確認しました。情勢的には衆議院において与党が絶対多数を占める中、地財計画を含む政府予算を撤回させることは極めて厳しい状況にあると認識せざるを得ませんが、道本部としては、こうした自治労方針を踏まえて、２月６日の第54回臨時大会に提案した方針については、引き続き、与野党国家議員・地方三団体への要請行動や対政府要求などを強めること、2013年度予算・地方交付税法および給与法の改正案等に対する国会対策の強化と、６月定例会前を一定の山場と想定し、自治体労使交渉に総力を挙げる観点から補強することとします。
２　自治労本部方針の考え方
（１）自治労本部は、公務労協、地公部会と連携し、今回の措置を跳ね返し、修正させ、地方自治体が自主的に予算編成を行う環境をつくるには、①連合・地方連合会をはじめとした労働者・市民への理解が不可欠なこと、地方六団体、与野党議員への働きかけ・共闘が必要、②「地公給与削減反対」のみを争点化した場合、公務員バッシングの風潮に呑みこまれる可能性が高いことにも配慮し、今回の政府予算原案全体の問題点（「生活保護の切り下げ」「公共事業による国・地方の債務増加」「ひも付き補助金の復活と地域主権一括交付金の廃止」「格差是正などの視点が欠けた税制改革」など）や地公給与と地域経済との関係などを強調すること、③2014年以降の動向なども想定した場合、７月の参議院選挙に向けた取り組みと有機的に連携が必要との基本的視点を明らかにしています。
（２）取り組みの全体像として、今回のたたかいを「春闘期のたたかい（４月上旬まで）」と「春闘期以降における交渉（４月中旬以降）」の２段階として運動提起しています。
特に４月上旬までの春闘期のたたかいにおいては、自治体における労使交渉に備えながら、2013年度政府予算案、交付税法・給与法改正法案について、国会審議を通じて修正・撤回させることをめざし取り組むとしており、自治体においては①財政分析と人件費確保の取り組み、②組合員学習資料や地財セミナーなどを活用した学習会の開催、③各県段階の総決起集会や住民教宣ビラの配布行動等、地方連合会との連携の上での行動実施、④全国統一行動日への結集などを取り組むことを提起しました。同時に、国会対策の強化や地方議会の要請行動の展開、さらに大衆的な取り組みとして、「2.19地方公務員賃金引下げ反対！全国集会（地公部会主催）」に引き続き、「3.6公共サービスキャンペーン開始集会（仮）（公務労協主催）」への結集や地連単位の総決起集会の実施、大型ハガキ（署名）行動（第１次集約３月25日・第２次集約４月末）の実施、そしてこれらの運動の集約点として、国会での審議状況を見据えつつ、４月12日に5,000人規模（自治労2,000人）での公務労協の中央集会（前段に地公部会としての集会）を開催し、政党・地方三団体に対する要請や、街頭行動に取り組むとしています。
（３）４月中旬以降の対自治体交渉にあたっての考え方として、「新たな削減は行わない」ことで決着がはかれることが見込める単組は、春闘期の交渉から協議し早期の妥結・書面協定の締結を進め、他単組への波及効果を追求していく必要があること、また、総務省が７月以降の削減を要請していること、さらに、参議院選挙や東京都議会議員選挙への対応などで、第２回定例会が早まることが予想されるなどの事情から、自治体交渉のヤマ場を４月22日～25日に設定して、４月26日に全単組でストライキを配置して交渉の前進をはかるとしています。
戦術規模については、３月４日の自治労本部企画会議において、「２時間を上限とするスト戦術を配置して、各単組の交渉促進をはかる」とする方向が確認され、今週中にも準備指令が出される予定です。一方、４月中下旬の交渉の山場段階では、具体的な提案とならない単組においては、５月にも再度の山場設置も検討しながら、自治労総体での取り組みを前進させるとしています。最終的な戦術配置については、「4.12中央集会」の前段に、臨時県本部代表者会議を開催し、この時点での中央・地方での情勢を見極めた上で、最終的な戦術内容や「妥結基準」の確認を含めた、自治体交渉における最終的な方針を確認するとしています。なお、要求基準は以下のとおりとしています。
	※要求基準

１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使間の交渉と合意を前提とすること。

２．新たな給与削減（国公臨時特例措置に準じた削減）を実施しないこと。

３．職員の給与に関する必要な財源は、当局の責任において確保すること。
４．職員の賃金・労働条件に大きな影響を与える事項の処理にあたっては、事前に労使協議を実施すること。


３　たたかいの展開についての考え方
　こうした自治労本部の方針提起を受けて、今後の諸情勢を踏まえながら、自治労道本部としてたたかいの展開を以下のとおりの考え方のもとで進めます。

（１）第一段階を４月上旬までの春闘期として、公務労協・自治労が提起する４月12日の中央集会を対政府に対する節目と位置づけて、大型はがきなどの諸行動に全力をあげるとともに、各自治体においては春闘期の交渉から地公給与削減を行わない旨の回答を自治体当局に対し求めていきます。
（２）また、第二段階は４月中下旬以降５月中下旬までを自治体交渉期と位置づけて、自治労本部が提起する交渉の山場、４月26日のストライキ戦術など、第１次道本部統一行動日として自治体当局との交渉を進めます。その段階において、各単組は自治体当局の職員給与の削減提案を出させないことで交渉を強め、給与削減を行わない旨の回答を引き出すことを目的として交渉強化します。そして、給与削減をしないとした一定の先行自治体グループを構成し、他自治体への波及をめざしていくこととします。
（３）一方、４月段階では結論が得られない単組においては、６月議会前＝５月中下旬に配置する第２次道本部統一行動日を設定することとし、４月と同様な規模の戦術配置を構えて、交渉を進めていくこととします。特に北海道における交渉動向を見極めて、道本部としては地公三者共闘の山場に合わせた戦術配置を検討します。
こうした第一次・第二次の道本部統一行動日における最終的な戦術配置は自治労本部の決定を踏まえて、道本部の機関会議において決定することとします。

（４）その際、道本部は2013春闘統一要求書に対する回答を総点検し、当局側の意向を押さえて、特に急いで対応が必要などの単組等の区分を行いながら、交渉を行うための諸条件を慎重に考慮して、具体的な単組指導を行います。

（５）以上のような自治体単組における取り組みと同時に、その節々において、連合北海道・公務労協等と連携した住民教宣ビラの配布や北海道段階の総決起集会の開催、各地域（札幌、道南、日胆、道北、オホーツク、十勝、釧根などのブロック別）における連鎖的な集会を計画し、実施していくこととします。
なお、第二段階の自治体交渉の山場以降の取り組みについては、2014年度予算編成期に向けた対応となりますので、それは第三段階の取り組みとして、別途、整理の上、提起します。
５　たたかいの指標について（再掲－一部修正）
たたかいの指標については以下のとおりとします。

（１）国家公務員の臨時特例による地方公務員への給与削減には反対し、全単組において、春闘期にあわせた交渉において、第一定議会での条例提案は絶対に阻止します。また、2013年度予算の成立の動向などを見極めながら、第二定議会以降に向けた労使交渉課題とします。

（２）2012人事院勧告の実施問題については、影響が2014年１月の昇給期以降となることから、2012年度内の決着とはさせずに、2013年賃金確定期の交渉により実施の有無について判断することとします。
（３）自治体の山場における指標については、自治労本部の提起を受け、以下のとおりとします。
①　賃金・労働条件の決定にあたっては、労使間の交渉と合意を前提とすること。

②　新たな給与削減（国公臨時特例措置に準じた削減）を実施しないこと。

③　職員の給与に関する必要な財源は、当局の責任において確保すること。

④　職員の賃金・労働条件に大きな影響を与える事項の処理にあたっては、事前に労使協議を実施すること。
６　具体的な取り組みについて

　以上の情勢を踏まえ、自治労本部は公務労協とともに、断固反対の姿勢で大衆行動を含め今後の取り組みを強化するとしていますので、道本部としても自治労本部等上部組織に結集を強めると同時に、連合北海道や北海道公務労協との十分な連携の下で、以下の取り組みに全力をあげることとします。

（１）第１次および第２次道本部統一行動としての戦術配置について
　自治労本部の方針及び「たたかいの展開の考え方」に基づき、道本部としての統一行動を２波にわたって配置することとし、その日程と前段諸戦術については以下のとおりとします。具体的な戦術配置の状況は４月15日までに全単組の配置状況について確認し、自治労本部への報告が求められていますので、各地方本部は単組の戦術配置について道本部へ報告することとします。
　戦術行使の判断は、自治労本部が妥結基準を４月12日に決定しますので、その内容に基づくこととします。なお、妥結判断は単組独自では行わず、必ず、地方本部へ交渉経過を報告し、最終的な戦術判断を仰ぐこととします。

また、春闘期の交渉において、国からの要請に基づき給与削減を行わないとの回答を引き出した単組や第１次道本部統一行動日では具体的な交渉が進まない単組においては、統一行動日には必ず時間外報告集会を実施し、全道各単組の交渉の進捗状況を単組組合員が共有化するように取り組みます。

①　第１次道本部統一行動
ⅰ）道本部統一行動日　　2013年４月26日（金）２時間を上限とするストライキの配置
　ⅱ）重点交渉期間　　　　2013年４月22日（月）～25日（木）
　ⅲ）組合旗掲揚　　　　　春闘期の取り組みを継続（闘争終了まで継続）
　ⅳ）腕章着用　　　　　　2013年４月23日（火）～26日（金）
　ⅴ）超勤拒否・出張拒否　2013年４月26日（金）
　※　第１次道本部統一行動日の４月26日の山場の戦術配置および第２次道本部統一行動日の設定と戦術配置は、自治労本部の最終決定を踏まえて、４月15日に予定する道本部拡大闘争委員会において最終的に決定します。
※　各単組においては、当局に対するスト通告の際には、自治労が全国統一行動として「２時間を上限とするストライキ戦術を配置」するという重大な決意をもって今回の課題に対応していることを当局に説明し、戦術通告することとします。最終的な戦術については、自治労本部・道本部の決定を受けて当局へ通告のし直しを行います。
②　第２次道本部統一行動
ⅰ）道本部統一行動日　　2013年５月中下旬　　２時間を上限とするストライキの配置

　ⅱ）重点交渉期間　　　　2013年５月●日（●）～●日（●）

　ⅲ）組合旗掲揚　　　　　春闘期の取り組みを継続（闘争終了まで継続）

　ⅳ）腕章着用　　　　　　2013年５月●日（●）～●日（●）

　ⅴ）超勤拒否・出張拒否　2013年５月●日（●）
　※　第２次道本部統一行動の詳細については、決定次第別途提起します。
（２）地公産別総体としての取り組み（再掲－一部補強）

①　政府への抗議打電行動

　　道本部発第177号ですでに行動を指示済み。

②　2.19地方公務員給与引き下げ反対！中央決起集会（実施済み）　

　　ア）主　　催：公務員連絡会地公部会

　　イ）日　　程：２月19日（火）13時～16時
　　ウ）場　　所：東京・ＴＫＰ市ヶ谷カンファレンスセンター８Ｆ大ホール
　　エ）内　　容：地財計画の問題点の分析など講演が主な内容　

オ）参加要請：各県本部５人
③　2013春季生活闘争・公共サービスキャンペーン開始中央集会
　　ア）主　　催：公務公共サービス労働組合協議会（公務労協）
　　イ）日　　程：３月６日（水）14時30分～17時30分
　　ウ）場　　所：東京・イイノホール（千代田区内幸町2-1-1）
　　エ）内容など

・記念講演
第一部　　山口二郎北海道大学教授
第二部　　（民主党に要請中）
・集会基調提起

④　「地方財政確立・地方公務員給与引下げ反対！3.26中央行動」
ア）主　　催：公務員連絡会地方公務員部会

イ）日　　時：３月26日（火）12時～16時

ウ）場　　所：参議院議員会館　１階講堂

エ）行動内容： 

○地方財政の確立をめざし、2013年度政府当初予算、関連法案修正を求める院内集会

時　間　　12時～13時

会　場　　参議院議員会館　１階講堂

次　第　　主催者挨拶、各政党挨拶（調整中）

講演　「2013地方財政計画の問題点～地方自治の観点から地方財政措置を含む地方公務員給与引下げ「要請」の問題点を考える～」

講師／青木　宗明　神奈川大学教授

議員要請行動提起

○　議員要請行動

時　間　　13時～14時30分

○　地方公務員給与引下げ反対！第２次中央集会

時　間　　14時30分～16時

会　場　　参議院議員会館　１階講堂

次　第　　公務員連絡会挨拶

基調提起、各構成組織（地方組織を含む）からの決意表明
⑤　4.12公務労協総決起集会（前段公務員連絡会地公部会集会）－仮称
　　ア）主　　催：公務公共サービス労働組合協議会（公務労協）
　　イ）日　　程：４月12日（金）17時～、デモ行進18時～
　　ウ）場　　所：日比谷野外音楽堂
　　エ）動員規模：5,000人（自治労2,000人）　

　　オ）内　　容：別途

　　※　詳細が決定次第提起します。なお、自治労本部とも協議の上、北海道においては自治体単組１名を基本に集会参加要請を行う方向で提起します。
⑥　④の中央集会と連動した地財確立・地公給与関係のシンポジウムの開催

　　ア）主　　催：公務員連絡会地公部会
　　イ）日　　程：４月13日（土）午前中
　　ウ）場　　所：未定
　　オ）内　　容：別途

　※　地方財政・地公給与に関する社会的合意形成を求める取り組みとして、④の中央集会と連動したシンポジウムに結集します。中央集会参加者が引き続き出席します。
⑦　地元選出国会議員への要請行動の実施
　地元選出国会議員に対して、2013年度政府予算案、および地方交付税等予算関連法案の修正を行うよう要請を行います。具体的な取り組み内容については、別途提起します。
⑧　公務員連絡会が提起する春闘期の全国統一行動日への結集

　全国統一行動日（第１次２月20日、第２次３月27日）における時間外職場集会を実施し、取り組みなどの進捗状況等全組合員へ周知することとします。
⑨　大型はがき行動（総務大臣あて）－道本部第214号で提起ずみ
　　・第１次集約：３月25日（月）
　　・第２次集約：４月末

※　なお、４月12日の公務労協主催の中央集会（前段地公部会集会）までの集約を目標に、最大限取り組みを強めます。また、消防職員への取り組み要請を進めるため、各単組より消防職場へ大型はがきを持ち込み取り組み要請願います。ただし、広域消防の場合は関係自治体が調整の上取り組みを要請することとします。
（３）自治労道本部としての取り組み（再掲－一部補強）
　①　道本部内に「地方財政確立・地公の給与削減反対闘争本部」を設置します。体制については以下のとおりとします。

　　本部長　　　　　執行委員長

　　副本部長　　　　副執行委員長、財政局長

　　事務局長　　　　書記長

　　事務局次長　　　賃金労働部長

　　　　　　　　　　自治体政策部長

　　　　　　　　　　組織部長

　　　　　　　　　　総合研究室事務局長

　　闘争本部委員　　道本部執行委員・書記

②　また、闘争本部の下に「地方財政確立・地公の給与削減反対闘争本部事務局会議」を設置します。事務局会議のメンバーは以下のとおりとします。

　　　総合政策局長、組織労働局長、書記長、自治体政策部長、賃金労働部長、組織部長、総合研究室事務局長

事務局：自治体政策・賃金労働・組織担当書記
　※　事務局会議にて、情勢分析・企画原案作成、その都度の具体的方針案の作成を行い、闘争本部（執行委員会）おける確認の上、全単組・総支部へ方針提起を行うこととします。

また、連合北海道への対応は道本部総合政策局と組織労働局が共同して対応することとし、対道交渉は地公三者共闘会議が窓口となるため、全道庁政策情報室や賃金部との連携・調整を行いながら、様々な諸取り組みを進めます。道財政関連については、道本部自治体政策部、総合研究室と全道庁政策情報室の共同で分析などを行い、要求と提言などを作成し、運動展開をはかります。

③　政府方針決定後の総務大臣通知・書簡について、道市町村課（終了済み）、市長会・町村会（春闘期の要求書提出時に要請終了）に対する要請行動を行います。
④　春闘期の取り組みと結合し、地方交付税法第17条の４を活用した意見提出の取り組みについて自治体当局に対して取り組むこととします。－道本部発215号にて指示済み
　⑤　地方財政算定上の給与費算定と行財政実績に応じた防災・減災費との関わりにポイントをおいた地方財政計画の内容についての学習会を、地方財政セミナーなどで取り組むこととします。
⑥　政府による地方公務員給与引き下げの問題点等を解説した学習資料の作成や地域住民用の教宣物の作成なども検討し、取り組むこととします。なお、取り組む時期は３月から４月上旬とし、全道で約50万枚程度の住民教宣ビラを予定します。具体的な提起は連合北海道と調整の上別途提起します。
⑦　自治労本部・公務員連絡会などが提起する中央段階の諸集会へ最大限結集します。
⑧　今後、４月中旬に企画される連合北海道・北海道公務労協等が主催する諸集会へ、最大限結集します。
⑨　青年部など補助機関の取り組みとして、総務大臣に対する「賃金削減反対請求書行動」や自治体首長に対する要請書行動などの行動等創意工夫ある取り組みを展開します。
（４）地方本部段階の取り組み（再掲－一部補強）
　①　各地方本部において、現時点での情勢、地方財政制度や政府の要請について問題点について、単組・総支部代表者会議を開催して意思統一を行うとともに、単組段階の組合員学習会を組織します。

　①　連合地協・地区連合との連携をもとに、各地域段階の諸集会などの検討・実施します。
②　管内町村会に対しては道本部が対応した内容に基づいて取り組みます。（終了）
③　連合北海道が提起する自治体意見書採択の取り組みについて、単組・地区連合などと連携して全自治体で決議採択ができるよう条件整備に努めます。また、自治体首長への要請行動も同様に全単組で実施するよう指導・助言を行います。
④　各単組における春闘期における交渉指導を強めます。春闘期以降の取り組みにおいては、道本部が提起する獲得目標などを踏まえ、単組交渉の具体的指導を行います。なお、単組における交渉妥結に際しては、必ず地方本部への妥結承認を得て、行うことを徹底します。
　⑤　管内単組の提案・交渉動向について、各単組や道本部へ情報提供しながら、単組指導を強めることとします。
（５）単組・総支部としての取り組み（再掲－一部補強）
　①　連合地協や地区連合（地方本部）が企画する各地域の諸集会、キャンペーン行動へ最大限結集します。
　②　春闘期の要求書提出とあわせて、政府予算案や予算関連法案の修正を求める自治体当局への要請書提出を行い、地元選出国会議員や知事会・市長会・町村会を通じた全政党への要請実現を強く求めます。
　③　自治体における意見書採択の取り組みについて、第１回定例会を目標に組織内協力議員（連合推薦議員）や地区連合と連携して展開します。遅くとも第２回定例会までには取り組むこととします。
④　自治体当局との交渉においては、当面して国家公務員に準じた引き下げ提案阻止に向けて交渉強化します。また、提案以降は道本部方針に基づいた具体的な労使交渉の実施を進めることとします。
⑤　2013春闘期の対自治体闘争の山場（３月15日）には、単組総決起集会を開催します。
（６）北海道公務労協としての取り組み（再掲－一部補強）
①　公共サービスキャンペーンの充実強化

　　公共サービスキャンペーンの充実強化に向けた取り組みとして、春闘期における住民教宣ビラの配布行動など、積極的に展開します。
②　春闘期における、国公・地公組合の総決起集会の開催（北海道公務労協総会２月28日実施済み）

　　北海道公務・公共サービス労働組合協議会（北海道公務労協）においては、国公・地公組合の総決起集会を春闘期に計画・実施し、対政府への要請行動をはじめとする総決起の場と位置づけて全ての産別の結集と決議文の採択など、取り組むこととします。
（７）連合北海道・民主党北海道等との連携した取り組みについて（再掲－一部補強）
①　地方財政確立道民会議の機能強化について

連合北海道内に常設している「地方財政確立道民会議」の再始動と方針化の作業をすすめ、新たな体制確立と事務局機能の強化に向けて、自治労がその役割を果たします。
②　道内全ての自治体からの意見書決議に対する取り組みについて

　　各級連合推薦議員との連携により、道内全ての自治体における意見書採択の取り組みを実施します。連合北海道からの提起を踏まえ、取り組みのスタートを2013年第１回定例会からとして、遅くとも第２回定例会までに全自治体での意見書採択を追及します。－道本部発文196号ですでに指示済み。
③　北海道選出国会議員団・道議団と連携した道・国・総務省等に対する要請行動の実施
　　北海道・国（総務省）に対して、道市長会や町村会、さらには北海道選出国会議員団や道議団と連携して要請行動を実施します。要請の趣旨や実施の時期などは別途提起します。
④　参議院選挙闘争を展望した道民運動としての取り組み

「住民教宣ビラの配布」、「地公給与問題を題材としたシンポジウム」および、「2013年度政府予算に向けたシンポジウム」などの取り組みについて、連合北海道・民主党北海道等と連携するとともに　経済団体への共闘参加の呼びかけの要請行動等を実施しながら、検討・開催に向けて調整を進めていくこととします。
　※　上記以外の諸取り組みについて、上部団体の方針提起や連合北海道の取り組みなど踏まえ、必要な提起をその都度補強していくこととします。
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2月18日
　2012年度補正予算成立

2月28日
　2013年度予算案

関連法案国会提出

5月上旬
　2013年度予算・関連法案成立見込み


6月　自治体補正予算審議
	2月8日　全人連申し入れ

2月19日

　総務大臣春闘要求書提出
　地公給与引き下げ反対！中央決起集会（地公部会）
国会対策強化


2月27日

　自治労本部拡大闘争委員会

3月6日

　公務労協中央集会

　国会議員要請行動


3月26日

　地方財政確立・地方公務員給与引下げ反対！3.26中央行動（地公部会）
　総務大臣回答


4月12日

　地公部会中央決起集会

　公務労協第2次中央集会

4月13日

　地方財政・地公給与シンポジウム


	2月6日
　第54回道本部臨時大会

　自治体決議の取り組み
　　　（1～2回定例会）
2月25日

　2013春闘統一要求書提出

2月28日

　北海道公務労協決起集会
3月5日

第2回拡大闘争委員会
　道本部地財セミナー
　　6日　春闘回答指定日
3月●日
　道市町村課交渉

4月15日
　第3回拡大闘争委員会
4月22日～25日
　重点交渉期間
5月●日～●日
重点交渉期間
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地方議会





2月20日　公務員連絡会第1次全国統一行動





3月15日　2013春闘山場　全単組総決起集会





3月27日　公務員連絡会第２次全国統一行動





4月26日　自治労全国統一行動日（スト配置）－道本部第1次統一行動日





地域ビラ配布行動





北海道段階の総決起集会





5月中下旬　道本部第２次統一行動日
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